
基本目標２　地域における子育ての支援

施策の方向１　地域における子育て支援事業の充実

番号 事業名 事業内容 平成30年度実績 評価 課題・今後の方向性 担当課 関連課

1 子ども家庭支援センター事業

　市における子どもと家庭支援の中核機関として、子どもと家
庭に関するあらゆる相談に応じ、必要に応じて各種情報提供
や関係機関と連携を取りながら支援するほか、児童虐待の未
然防止・早期発見や適切な保護を図るなど、積極的な取組を
行います。
　また、子育て支援サークルの育成、サークル相互の交流と
情報交換が図れる場の提供など、子どもが育つ環境の整備
に努めます。

＊相談延べ件数：8,826件
＊広報、市公式サイト、リーフレット、機関だより、子育て応援
ガイドブックや子育てサークルガイド発行による情報提供や広
報啓発
＊子育て講座等の実施
＊子育てボランティアの育成支援、おしゃべり場の実施
＊連絡会や学校訪問の実施

◎

　関係機関と連携して支援が行えた。また子育て講座や広報
啓発活動により、児童虐待の未然防止・早期発見に努めると
ともに、仲間づくりや育児不安の軽減を図れた。
　引き続き各種事業を展開することにより、育児負担や育児
不安の軽減を図り、関係機関との連携強化に努める。また積
極的に研修を受講し、職員の専門性を強化していく。

子育て相談課

2 （☆）地域子育て支援拠点事業

　
地域での子育て支援の拠点として、認可保育園２園（週５日開
設、一般型）、児童館３館（週３日開設、連携型）において、子
育て中の保護者の交流や親子の仲間づくりの場のほか、子
育てサークルの育成・支援、子育て相談、子育て関連の情報
提供を行うとともに、子育てに関する講座などを開催します。
　また、市内３か所の児童館では、臨床心理士による発達相
談などを実施するほか、保護者の交流を図るため、月１回
テーマに沿って情報交換を行う「おしゃべり場」を開催します。
　今後においても、同様の方策により必要量を確保していきま
す。

＊ひろば事業　延べ利用者数：5,027人
（内訳）　 地域子育て支援センター（認可保育園2園） 延べ
4,710人
　           子育て相談（児童館3館）　延べ317人
＊参考   おしゃべり場：36回開催　参加者606人

◎

　身近な場所での相談、交流の場や子育て支援情報の提供、
講座の開催等により、育児不安の軽減を図るとともに、育児ス
キルの向上が図れた。
　各種事業を展開することにより、育児負担や育児不安の軽
減に努め、児童館における出張専門相談「ちょこっと広場」を
拡充することにより、事業の充実を図る。

子育て相談課 児童青少年課

3
幼稚園、保育園、認定こども園等を拠点とし
た子育て支援

　子育ての相談や情報提供、園庭開放による地域との交流な
ど、地域の子育て家庭への支援を行います。

　
幼稚園、保育園、認定こども園が実施する園庭開放や地域と
の活動事業を通じて、地域との交流を図ることができた。

◎ 　事業のより一層の充実を各園に働きかけていく。 子育て支援課

4 母親同士の仲間づくり
　母親学級や離乳食教室などを通じて、子育て中の親が孤立
せず、情報交換や仲間づくりができるよう支援します。

＊プレママサロン（母親学級）受講者数　　　　　　延べ103人
＊ひよこサロン（離乳食スタート教室）受講者数　　　　223人
＊もぐもぐ教室（生後7か月以降の離乳食教室）受講者数 126
人

◎

　母親学級や離乳食講習会を通して、仲間づくりのきっかけと
なる母親同士の交流の機会を提供した。引き続き、各種教室
において懇談の機会を提供し、母親同士の交流を働きかけて
いく。

健康課 子育て相談課

5 育児相談（再掲）

　
身長・体重測定による乳幼児の発育・発達の確認及び希望者
に対する保育、栄養、授乳、歯科の相談を行うことで、子育て
に関する疑問や不安を軽減し、安心して子育てができるよう
支援します。相談内容によっては他の相談につなげたり、医
療機関や関係機関の紹介を行います。
　また、多くの親子が参加していることから、保護者同士の交
流の場や仲間づくりの場としても活用できるよう支援していき
ます。

＊育児相談来所者数　　延べ546人 ◎

　発育発達の確認や育児・栄養等に関する相談の場として、
保護者の不安や悩みの軽減を図った。
　引き続き、子育て相談課と連携を図りながら乳児家庭全戸
訪問や健診時に事業の周知を行い、利用の勧奨を行ってい
く。

健康課

6 子育て応援ガイドブック

　
子育て中の保護者などが有効活用できるよう、子育てに関す
る各種サービス情報等をわかりやすくまとめたガイドブックを
作成し、配布します。

＊発行部数：2,000部
＊新生児訪問やこんにちは赤ちゃん訪問時等に子育て家庭
へ配布
＊要保護児童対策地域協議会構成機関等の関係機関への
配布

◎

　子育て家庭に子育て支援情報の提供を行うとともに、関係
機関に羽村市の子育て支援サービスについて周知が図れ
た。
　財政負担なく内容を充実するため、広告収入で寄贈してもら
う官民協働の手法でのガイドブック作成を継続していく。

子育て相談課

7 子育てサークルガイド

　子育て中の保護者が仲間づくり等に役立てられるよう、市内
幼稚園、保育園のサークル活動のほか、市民団体が乳幼児
を対象に行っているサークル活動の内容を掲載したガイドブッ
クを作成し、配布します。

＊発行部数：1,000部
＊新生児訪問やこんにちは赤ちゃん訪問時等に子育て家庭
へ配布
＊要保護児童対策地域協議会構成機関等の関係機関への
配布
＊子育て相談課窓口、児童館等の市内公共機関での配布

◎
　子育て家庭にサークル等の情報提供を行うとともに、サーク
ルのPRをすることにより、サークル活動支援に繋がった。定期
的（年1回）に改訂し、最新情報を提供できるよう努める。

子育て相談課



番号 事業名 事業内容 平成30年度実績 評価 課題・今後の方向性 担当課 関連課

8 民生・児童委員（主任児童委員含む）活動
　地域に密着した福祉活動を行う民生・児童委員と連携して、
子育てで悩んでいる方などに相談を受けられる関係機関を紹
介するなどの情報提供を行います。

①主任児童委員、子育て支援部会・児童福祉部会の民生・児
童委員が中心となり、子育て相談を受けられる機関を紹介し
た。
②毎月、保健センターの「ひよこサロン」の運営に参加し、乳
幼児とのふれあいや母親の子育て相談について応対した。
③10月上旬に地区連絡協議会を開催し、児童相談所・子ども
家庭支援センター・学校との課題について話し合い、情報交
換を行った。

◎
　市民の子育てに関する悩み等について、民生・児童委員と
関係機関との連携が図れた。
　今後も、より効果的に連携できるよう努めていく。

社会福祉課

9
産休・育休後の教育・保育施設等の利用支
援

　保護者が、産休・育休明けの希望する時期に円滑に就学前
の子どもの教育・保育施設、地域型保育事業等を利用できる
よう、情報提供や相談等の支援を行います。

　窓口や電話での相談を通じて、市民の状況に応じた情報提
供等の支援を図った。
　また、市公式サイトで情報提供を行った。

◎
　今後も引き続き、市民の状況に応じた支援を行っていく。
また市公式サイトでの情報提供について、一層充実を図って
いく。

子育て支援課

10 あかちゃん休憩室事業

　乳幼児を持つ保護者が安心して外出先で授乳やおむつ替
えができるよう、あかちゃん休憩室事業（羽村市独自の「あか
ちゃん休憩室」、東京都の適合証の交付を受けている「赤ちゃ
ん・ふらっと」）を実施します。民間の施設への設置についても
積極的に呼びかけていきます。

＊新規登録件数：5件
＊広報・市公式サイト等であかちゃん休憩室についての情報
提供と新規登録店舗の募集を行った。
＊子育て応援ガイドブックの中の子育て応援マップに赤ちゃ
ん休憩室を掲載した。

◎

　
あかちゃん休憩室の増設、PR等により、親子の外出支援に繋
がった。
　産業振興課の企業支援員との連携により、新規登録店舗の
開拓を行う。また、子育て応援ガイドブックが新しくなる際には
あかちゃん休憩室を回り、新しいものを提供しながら、設備や
利用状況の確認を行っていく。

子育て相談課

11 親子の外出支援

　
外出時に周囲からの配慮が得られるよう、妊産婦が交通機関
等を利用する際に身につけるマタニティマークを配布します。
　また、妊婦や乳幼児を連れている方など、安全性確保に配
慮が必要な方への優先駐車スペース（思いやり駐車区画）を
市の公共施設に設置しています。今後は、民間の施設への設
置についても呼びかけていきます。

＊母子手帳交付時に、マタニティマークを配布　：379人
＊マタニティマークのポスター掲示を行い、周知に努めた。
＊赤ちゃん休憩室を掲載した子育て応援マップを作成　：
2,000部
＊赤ちゃん休憩室の新規設置　：5か所

◎

　マタニティマーク（キーホルダー）を配布することにより、周囲
の方が妊婦に対して配慮を示しやすくした。
　思いやり駐車場の公共施設への設置については、平成22年
度に完了。引き続き民間施設への設置について呼びかけてい
く。

子育て相談課

12 （☆）利用者支援事業

　子ども及びその保護者等を対象に、就学前の子どもの教
育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供、相談・
助言等を行うとともに、必要に応じて関係機関との連絡調整
等を実施し、適切な施設・事業等を選択し円滑に利用できるよ
う支援する事業です。
　利用者支援事業の「基本型」、「特定型」、「母子保健型」の３
類型のうちから、羽村市の地域性に合った事業の実施につい
て検討していきます。

　
平成29年度から、子育て世代包括支援センター「羽っぴー
（はっぴー）」を開設し、「母子保健型」を相談係（保健センター
内）に、「特定型」を子ども家庭支援センター係（庁舎内）に設
置した。
妊娠・出産期から子育て期までのさまざまなニーズに対して、
切れ目のない総合的相談支援を実施するため、妊娠・出産・
子育て包括支援拠点として運営している。
＊相談件数：延べ1,761件
＊支援プラン件数：299件（妊婦面接者数　416件のうち）
＊1歳児教室：全12回、延べ240人参加（1歳児117人、保護者
123人）

◎

　妊婦の全数面接や乳児家庭全戸訪問から支援が必要な子
ども及びその保護者等を把握し、必要に応じて支援プランを
策定し、継続的な支援を実施した。また、事業の実施にあたっ
ては、関係部署との連携を実施し、特に関連が深い健康課と
は、連携の強化に努めた。引き続き、様々な部署及び関係す
る機関とのネットワークの構築に努めるとともに、市民への周
知も強化していく。

子育て相談課



基本目標２　地域における子育ての支援

施策の方向２　子育て支援のネットワークの活用

番号 事業名 事業内容 平成30年度実績 評価 課題・今後の方向性 担当課 関連課

1 子育て相談体制のネットワーク

　
子どもと家庭に関する相談窓口となる幼稚園、保育園、認定
こども園、保健センター、児童館、児童相談所、保健所などの
関係機関相互の連携をより一層強化するとともに、子ども家
庭支援センターを中心としたネットワークを活用し、子どもと家
庭に関するあらゆる相談に対応します。
　また、相談担当者の研修会を開催するとともに、個別のケー
スに応じて、子ども家庭支援センターと関係機関によるカン
ファレンスを実施し、連携の必要なケースの情報の共有化を
図ります。

＊要保護児童対策地域協議会研修の開催：２回
＊個別ケース検討会議の開催：27回
＊その他の関係機関との連絡会の開催（母子保健部署、児
童館相談員、地域子育て支援センター、主任児童委員、教育
相談室、教育委員会（スクールソーシャルワーカー、指導主
事））

◎

　定期的な連絡会・研修会や個別ｹｰｽ検討会議の開催によ
り、情報共有と連携強化が図れた。
　関係機関同士の相互理解を深めるような連絡会や研修会
の在り方を検討するとともに、連絡会の開催回数を検討し、効
果的かつ効率的な開催をしていく。

子育て相談課 健康課

2
（☆）ファミリー・サポート・センター事業（子
育て援助活動支援事業）

　
地域で子育てを支援するため、会員同士が助け合い、保育施
設への送迎など育児をサポートするファミリー・サポート・セン
ター事業を推進し、地域の子育ての輪を広げ、地域で子育て
を支援する環境づくりを進めます。現在、羽村市社会福祉協
議会に委託して実施しています。
　今後においても、同様の方策により必要量を確保していきま
す。

＊会員数：257人（提供61人、利用186人、両方10人）
＊延べ利用回数：406回
＊会員向け研修会の実施：6回
＊広報・市公式サイトでの会員募集

◎

　コーディネーターの調整により、地域で支え合う子育て支援
ができた。
　研修を充実させ、新規会員の開拓を図るとともに、提供会員
の質の向上を図る。

子育て相談課

3 子育てボランティアの育成

子育てや子どもの育ちを地域ぐるみで支援し、地域の子育て
力を再構築するため、保育士や保健師などの有資格者や地
域で子育て経験を持つ人材を発掘し、子育て中の親にとって
身近な相談者や支援者としての役割を担う子育てボランティ
アの育成に努めます。

＊登録会員：27人
＊活動実績：146回
＊延べ活動人数：370人
＊ボランティア連絡会：4回
＊ボランティア研修会：2回

◎

　児童館等身近なところで活動することにより、地域で育児負
担や育児不安の軽減を図れた。
　研修会を充実させ（ファミリー・サポート・センター会員研修と
の合同開催）、新規会員の開拓に努める。

子育て相談課

4 小地域ネットワーク活動の支援

　
子育て中の親が孤立感に陥ることなく、子育ての喜びを分か
ち合うことができるよう、地域住民が主催する子育てサロンや
交流の場など、社会福祉協議会が主体となって進める「小地
域ネットワーク活動」を支援します。

各地域において小地域ネットワーク活動を行い、親子が地
域住民とふれあう機会を持つことにより、同世代又は異世代
間の交流の場ができた。

○

　身近な地域における交流の場づくりができたことは高く評価
できる。
　なお、現在、２町内会が活動を休止しており、この地域での
活動再開が課題となっている。

社会福祉課



基本目標２　地域における子育ての支援

施策の方向３　子育ての経済的負担の軽減

番号 事業名 事業内容 平成30年度実績 評価 課題・今後の方向性 担当課 関連課

1 児童手当の支給
　子育て家庭への経済的負担の軽減を図るため、義務教育
就学修了（０歳～15歳）までの児童を対象に手当を支給しま
す。

＊3歳未満被用者：延べ児童数 9,590人、支出額 143,850,000
円
＊3歳未満非被用者：延べ児童数2,433人、支出額
36,495,000円
＊3歳以上小学校修了前被用者：延べ児童数　37,273人、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出額　 393,835,000円
＊3歳以上小学校修了前非被用者：延べ児童数　8,742人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出額 　93,705,000円
＊中学生：延べ児童数　15,463人、支出額　154,630,000円
＊特例給付：延べ児童数　5,493人、支出額27,465,000円

◎
　子育て家庭への経済的負担の軽減を図るため、市民課と連
携し出生・転入時において制度の周知に努め、申請漏れのな
いように努めている。引き続き制度の周知に努めていく。

子育て支援課

2 乳幼児医療費助成
　子育て家庭への経済的負担の軽減を図るため、小学校就
学前の乳幼児を対象とした医療費助成を行います。

＊延べ対象児童数　2,806人
＊延助成件数　51,548件
＊助成額　77,604,399円

◎

　
　子育て家庭への経済的負担の軽減を図るため、市民課と連
携し出生・転入時において制度の周知に努め、申請漏れのな
いように努めている。引き続き制度の周知に努めていく。

子育て支援課

3 義務教育就学児医療費助成
　子育て家庭への経済的負担の軽減を図るため、小学生及
び中学生を対象とした医療費助成を行います。

＊延べ対象児童数　4,363人
＊延べ助成件数　53,221件
＊助成額　102,314,547円

◎

　
　子育て家庭への経済的負担の軽減を図るため、市民課と連
携し出生・転入時において制度の周知に努め、申請漏れのな
いように努めている。引き続き制度の周知に努めていく。

子育て支援課

4 出産育児一時金

　国民健康保険に加入している方の出産に要した費用の一部
を、出産育児一時金として支給します。
　また、一時的な経済的負担を軽減するため、医療機関等に
直接出産育児一時金を支払う直接支払制度を推進します。

＊49件　　　20,388,000円 ◎ 　今後も前年度までと同様に継続して実施していく。 市民課

5 入院助産

　
　出産にあたって、保健上必要であるにもかかわらず、経済的
な理由で病院又は助産所に入院できない妊産婦の方を対象
に、その費用を助成します。

　「ひとり親福祉のしおり」や公式サイトなどによる制度周知を
図った。
＊実績　0件

◎
　経済的困窮度や個々のニーズの聞き取りを強化し、制度の
適切な活用を図る。

子育て支援課

6 未熟児養育医療の給付

　
　身体の発育が未熟なままで生まれ、入院して養育を受ける
必要があると医師が認めた満１歳未満の乳児に対し、その養
育に必要な医療の給付を行います。

＊未熟児養育医療申請件数　7件 ◎

　
　医療費の給付により、必要な医療処置の実施や、子どもの
健康管理・発育の促進を図った。引き続き、適正な医療費給
付を行うと共に、申請時に子育て相談課と連携をしながら面
接を行い、子どもの発育・発達や育児面における相談に応じ
ていく。

健康課

7 幼稚園就園奨励費補助金

　
　幼稚園等の保育料等の負担軽減を図るため、保護者の所
得状況に応じて、幼稚園就園奨励費補助金を交付します。

＊交付総額　48,072,789円
＊対象人数　325人

◎
　保護者の経済的負担を軽減するとともに、幼稚園への就園
機会の確保を図ることができた。

子育て支援課

8 幼稚園等園児保育料助成金

　
　幼稚園等の保育料の負担軽減を図るため、保護者の所得
状況に応じて、幼稚園等園児保育料助成金を交付します。

＊交付総額　40,818,200円
＊対象人数　497人

◎
　保護者の経済的負担を軽減するとともに、幼稚園への就園
機会の確保を図ることができた。

子育て支援課

9 小中学生の就学援助

　
　保護者の経済的負担の軽減を図るため、経済的な理由で教
育費の支出が困難な保護者に対し、所得に応じて学用品費、
給食費や校外活動費など就学に必要な経費を交付します。

　保護者の経済的負担の軽減を図るため、経済的な理由で教
育費の支出が困難な保護者に対し、学用品費、給食費や校
外活動費など就学に必要な経費を交付した。

◎
　学校教育法の規定に基づき、経済的な理由により就学困難
な児童・生徒の保護者に対する支援を引き続き行っていく。

学校教育課
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10 学校行事等保護者負担軽減補助金等
　保護者の経済的負担の軽減を図るため、移動教室、修学旅
行や部活動等の学校行事に要する経費や教材費の一部を補
助します。

　
　教育活動の一環として各小学校で実施している演劇鑑賞教
室、小学校課外活動としている金管バンド部等が参加する音
楽発表会、中学校部活動の対外試合等への生徒派遣費及び
参加費について、保護者負担軽減のための補助を行った。

◎
　市内小中学校に通学する児童・生徒の保護者に対する負担
軽減として、引き続き補助を行っていく。

学校教育課

11 入学資金融資制度

　高等学校等に入学する児童等の保護者を対象として、入学
の際に要する資金の調達が困難な場合に、入学資金等の融
資を市内の金融機関にあっせんし、その融資に対する利子等
を全額補助します。

＊申込件数　　　　26件
＊融資決定件数　15件
＊利子補給　　　　38件

◎

　はむらの教育および市公式サイトやメール配信サービスに
より、制度の周知を図った。
　また、中学校３年生の保護者向けにパンフレットを作成し、
学校を通じて三者面談時に保護者へ直接配布した。
　今後も制度の周知徹底に努めていく。

生涯学習総務課

12 認証保育所利用者負担軽減補助金
　認証保育所の保育料の負担軽減を図るため、保護者の所
得状況に応じて、認証保育所利用者負担軽減補助金を交付
します。

　
　保育を必要としながら認証保育所を利用している児童の保
護者37人に対し、認証保育所保育料と認可保育園の保育料
の差額を月額4万円を限度として補助を行った。

◎
　認可保育園に入園できなかった児童の保護者に対する経済
的支援を行うとともに待機児童解消の一助となった。

子育て支援課


